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付　　議　　事　　件 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 3 回定例会 

 番号 事　　　　　件　　　　　名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

 
1

専決処分の承認を求めることについて（令和 7 年

度さくら市一般会計補正予算（第 3 号））
市　長 P  4

 
2

さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例等の一部改正について
〃 P 20

 
3 さくら市水道事業給水条例の一部改正について 〃 P 27

 
4

さくら市下水道条例及びさくら市農業集落排水処

理施設条例の一部改正について
〃 P 28

 
5 令和 7 年度さくら市一般会計補正予算（第 4 号） 〃 P 31

 
6

令和 7 年度さくら市後期高齢者医療特別会計補正

予算（第 1 号）
〃 P 61

 
7

令和 7年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第

2 号）
〃 P 77

 
8

令和 7 年度さくら市水道事業会計補正予算（第 1

号）
〃 P 95

 
9 令和 6 年度さくら市一般会計決算の認定について 〃 P103

 
10

令和 6 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区

画整理事業特別会計決算の認定について
〃 P104

 
11

令和 6 年度さくら市国民健康保険特別会計決算の

認定について
〃 P105

 
12

令和 6 年度さくら市後期高齢者医療特別会計決算

の認定について
〃 P106

 
13

令和 6 年度さくら市介護保険特別会計決算の認定

について
〃 P107

 
14

令和 6 年度さくら市水道事業会計剰余金の処分及

び決算の認定について
〃 P108

 
15

令和 6 年度さくら市下水道事業会計剰余金の処分

及び決算の認定について
〃 P109

 
16 市有財産の貸付けの変更について 〃 P110
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番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

 
17 土地改良事業の施行について（向溜地区） 市　長 P111

 
18 土地改良事業の施行について（笹山溜池地区） 〃 P112

 
19

土地改良事業の施行について（鹿子畑池（下）地

区）
〃 P113

 
20 土地改良事業の施行について（湯前山池地区） 〃 P114

 
21

土地改良事業の施行について（鹿子畑池（上）地

区）
〃 P115

 
22 土地改良事業の施行について（新溜地区） 〃 P116

 報告 

1

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
〃 P117

 報告 

2

一般財団法人さくら市観光施設管理協会経営状況

説明書の提出について
〃 P119

 報告 

3

株式会社道の駅きつれがわ経営状況説明書の提出

について
〃 P120

 報告 

4

令和 6 年度健全化判断比率及び資金不足比率につ

いて
〃 P121
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議案第 1 号  

 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて  

 

 

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規定により、

下記事項について別紙のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定に

よりこれを報告し承認を求める。  

 

記  

 

専決処分第 12 号　令和 7 年度さくら市一般会計補正予算（第 3 号）  

 

 

　　令和 7 年 9 月 3 日提出  

 

 

さくら市長　　中  村  卓  資
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議 案 第 2号  

 

 

さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 等 の

一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 等 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。  

 

 

令 和 7年 9月 3日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 等 の

一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

　 （ さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 の 一

部 改 正 ）  

第 1条 　 さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例

（ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第 38号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。  

第 8条 の 2第 1項 中 「 職 員 が 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 子

（ 民 法 （ 明 治 29年 法 律 第 89号 ） 第 817条 の 2第 1項 の 規 定 に よ り 職

員 が 当 該 職 員 と の 間 に お け る 同 項 に 規 定 す る 特 別 養 子 縁 組 の 成

立 に つ い て 家 庭 裁 判 所 に 請 求 し た 者 （ 当 該 請 求 に 係 る 家 事 審 判

事 件 が 裁 判 所 に 係 属 し て い る 場 合 に 限 る 。 ） で あ っ て 、 当 該 職

員 が 現 に 監 護 す る も の 、 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 164号 ） 第

27条 第 1項 第 3号 の 規 定 に よ り 同 法 第 6条 の 4第 2号 に 規 定 す る 養 子
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縁 組 里 親 で あ る 職 員 に 委 託 さ れ て い る 児 童 そ の 他 こ れ ら に 準 ず

る 者 と し て 規 則 で 定 め る 者 を 含 む 。 第 8条 の 3第 1項 か ら 第 3項 、

別 表 第 1及 び 別 表 第 2に お い て 同 じ 。 ） を 養 育 す る た め に 請 求 し

た 場 合 に は 、 公 務 の 正 常 な 運 営 を 妨 げ る 場 合 を 除 き 、 」 を 「 子

（ 民 法 （ 明 治 29年 法 律 第 89号 ） 第 817条 の 2第 1項 の 規 定 に よ り 職

員 が 当 該 職 員 と の 間 に お け る 同 項 に 規 定 す る 特 別 養 子 縁 組 の 成

立 に つ い て 家 庭 裁 判 所 に 請 求 し た 者 （ 当 該 請 求 に 係 る 家 事 審 判

事 件 が 裁 判 所 に 係 属 し て い る 場 合 に 限 る 。 ） で あ っ て 、 当 該 職

員 が 現 に 監 護 す る も の 、 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 164号 ） 第

27条 第 1項 第 3号 の 規 定 に よ り 同 法 第 6条 の 4第 2号 に 規 定 す る 養 子

縁 組 里 親 で あ る 職 員 に 委 託 さ れ て い る 児 童 そ の 他 こ れ ら に 準 ず

る 者 と し て 規 則 で 定 め る 者 を 含 む 。 第 15条 及 び 第 18条 の 2第 1項

第 3号 を 除 き 、 以 下 こ の 項 及 び 第 8条 の 3第 1項 か ら 第 3項 ま で に お

い て 同 じ 。 ） の あ る 職 員 （ 第 3条 第 3項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 を

割 り 振 ら れ た 職 員 を 除 く 。 ） が 、 当 該 子 を 養 育 す る た め に 請 求

し た 場 合 に は 、 公 務 の 正 常 な 運 営 を 妨 げ る 場 合 を 除 き 、 規 則 の

定 め る と こ ろ に よ り 、 」 に 改 め 、 同 項 第 1号 中 「 子 の あ る 職 員 」

を 「 子 」 に 改 め 、 同 項 第 2号 を 次 の よ う に 改 め る 。  

( 2)　 小 学 校 、 義 務 教 育 学 校 の 前 期 課 程 又 は 特 別 支 援 学 校 の 小

学 部 に 就 学 し て い る 子  

第 8条 の 3第 2項 中 「 3歳 に 満 た な い 子 」 を 「 小 学 校 就 学 の 始 期 に

達 す る ま で の 子 」 に 改 め 、 同 条 第 4項 中 「 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「 要 介 護 者 」 と い う 。 ） 」 を 削 り 、 「 第 2項 中 「 3歳 に 満 た な い

子 」 を 「 並 び に 第 2項 及 び 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の 始 期 に 達 す る ま

で の 子 」 に 改 め 、 「 と あ り 、 及 び 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の 始 期 に

達 す る ま で の 子 の あ る 職 員 が 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当

該 子 を 養 育 」 」 を 削 り 、 「 あ る の は 、 「 」 の 次 に 「 第 15条 第 1項

に 規 定 す る 」 を 加 え る 。  

第 13条 第 1項 中 「 と す る 。 」 を 「 と し 、 そ の 期 間 は 、 規 則 で 定

め る 。 」 に 改 め 、 同 条 第 2項 か ら 第 4項 ま で を 削 る 。  

第 14条 中 「 別 表 第 1で 定 め る 休 暇 と す る 。 」 を 「 規 則 で 定 め る

場 合 に お け る 休 暇 と し 、 そ の 期 間 は 、 規 則 で 定 め る 。 」 に 改 め

る 。  

第 15条 第 1項 中 「 定 め る 者 」 の 次 に 「 （ 第 18条 の 3第 1項 に お い
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て 「 配 偶 者 等 」 と い う 。 ） 」 を 加 え る 。  

第 18条 の 次 に 次 の 3条 を 加 え る 。  

（ 妊 娠 、 出 産 等 に つ い て の 申 出 を し た 職 員 等 に 対 す る 意 向 確 認

等 ）  

第 18条 の 2　 任 命 権 者 は 、 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成

17年 さ く ら 市 条 例 第 39号 ） 第 25条 第 1項 の 措 置 を 講 ず る に 当 た

っ て は 、 同 条 の 規 定 に よ る 申 出 を し た 職 員 （ 以 下 こ の 項 に お い

て 「 申 出 職 員 」 と い う 。 ） に 対 し て 、 次 に 掲 げ る 措 置 を 講 じ な

け れ ば な ら な い 。  

( 1)　 申 出 職 員 の 仕 事 と 育 児 と の 両 立 に 資 す る 制 度 又 は 措 置

（ 次 号 に お い て 「 出 生 時 両 立 支 援 制 度 等 」 と い う 。 ） そ の 他

の 事 項 を 知 ら せ る た め の 措 置  

( 2)　 出 生 時 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 、 申 告 又 は 申 出 （ 以 下 「 請

求 等 」 と い う 。 ） に 係 る 申 出 職 員 の 意 向 を 確 認 す る た め の 措

置  

( 3)　 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 第 25条 1項 の 規 定 に よ る 申

出 に 係 る 子 の 心 身 の 状 況 又 は 育 児 に 関 す る 申 出 職 員 の 家 庭 の

状 況 に 起 因 し て 当 該 子 の 出 生 の 日 以 後 に 発 生 し 、 又 は 発 生 す

る こ と が 予 想 さ れ る 職 業 生 活 と 家 庭 生 活 と の 両 立 の 支 障 と な

る 事 情 の 改 善 に 資 す る 事 項 に 係 る 申 出 職 員 の 意 向 を 確 認 す る

た め の 措 置  

2　 任 命 権 者 は 、 3歳 に 満 た な い 子 を 養 育 す る 職 員 （ 以 下 こ の 項

に お い て 「 対 象 職 員 」 と い う 。 ） に 対 し て 、 規 則 で 定 め る 期 間

内 に 、 次 に 掲 げ る 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。  

( 1)　 対 象 職 員 の 仕 事 と 育 児 と の 両 立 に 資 す る 制 度 又 は 措 置

（ 次 号 に お い て 「 育 児 期 両 立 支 援 制 度 等 」 と い う 。 ） そ の 他

の 事 項 を 知 ら せ る た め の 措 置  

( 2)　 育 児 期 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 等 に 係 る 対 象 職 員 の 意 向 を

確 認 す る た め の 措 置  

( 3)　 対 象 職 員 の 3歳 に 満 た な い 子 の 心 身 の 状 況 又 は 育 児 に 関 す

る 対 象 職 員 の 家 庭 の 状 況 に 起 因 し て 発 生 し 、 又 は 発 生 す る こ

と が 予 想 さ れ る 職 業 生 活 と 家 庭 生 活 と の 両 立 の 支 障 と な る 事

情 の 改 善 に 資 す る 事 項 に 係 る 対 象 職 員 の 意 向 を 確 認 す る た め

の 措 置  
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3　 任 命 権 者 は 、 第 1項 第 3号 又 は 前 項 第 3号 の 規 定 に よ り 意 向 を

確 認 し た 事 項 の 取 扱 い に 当 た っ て は 、 当 該 意 向 に 配 慮 し な け れ

ば な ら な い 。  

（ 配 偶 者 等 が 介 護 を 必 要 と す る 状 況 に 至 っ た 職 員 等 に 対 す る 意

向 確 認 等 ）  

第 18条 の 3　 任 命 権 者 は 、 職 員 が 配 偶 者 等 が 当 該 職 員 の 介 護 を 必

要 と す る 状 況 に 至 っ た こ と を 申 し 出 た と き は 、 当 該 職 員 に 対 し

て 、 仕 事 と 介 護 と の 両 立 に 資 す る 制 度 又 は 措 置 （ 以 下 こ の 条 及

び 次 条 に お い て 「 介 護 両 立 支 援 制 度 等 」 と い う 。 ） そ の 他 の 事

項 を 知 ら せ る と と も に 、 介 護 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 等 に 係 る 当

該 職 員 の 意 向 を 確 認 す る た め の 面 談 そ の 他 の 措 置 を 講 じ な け れ

ば な ら な い 。  

2　 任 命 権 者 は 、 職 員 に 対 し て 、 当 該 職 員 が 40歳 に 達 し た 日 の 属

す る 年 度 （ 4月 1日 か ら 翌 年 の 3月 31日 ま で を い う 。 ） に お い て 、

前 項 に 規 定 す る 事 項 を 知 ら せ な け れ ば な ら な い 。  

（ 勤 務 環 境 の 整 備 に 関 す る 措 置 ）  

第 18条 の 4　 任 命 権 者 は 、 介 護 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 等 が 円 滑 に

行 わ れ る よ う に す る た め 、 次 に 掲 げ る 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら

な い 。  

( 1)　 職 員 に 対 す る 介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 係 る 研 修 の 実 施  

( 2)　 介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 関 す る 相 談 体 制 の 整 備  

( 3)　 そ の 他 介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 係 る 勤 務 環 境 の 整 備 に 関 す

る 措 置  

別 表 第 1及 び 別 表 第 2を 削 る 。  

（ 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の

整 備 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 2条 　 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条

例 の 整 備 に 関 す る 条 例 （ 令 和 4年 さ く ら 市 条 例 第 27号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

附 則 第 4条 中 「 附 則 第 9条 第 3項 」 を 「 附 則 第 9条 第 2項 」 に 改 め

る 。  

（ さ く ら 市 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 3条 　 さ く ら 市 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 17年 さ く

ら 市 条 例 第 39号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  
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第 21条 第 2号 中 「 及 び 勤 務 日 ご と の 勤 務 時 間 」 を 削 り 、 「 除 く 」

の 次 に 「 。 以 下 同 じ 」 を 加 え る  

第 22条 の 見 出 し 中 「 部 分 休 業 」 を 「 第 1号 部 分 休 業 」 に 改 め 、

同 条 第 1項 中 「 部 分 休 業 （ 育 児 休 業 法 第 19条 第 1項 に 規 定 す る 部

分 休 業 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 承 認 は 、 休 暇 等 条 例 第 6条 第 4項

に 規 定 す る 正 規 の 勤 務 時 間 （ 非 常 勤 職 員 （ 定 年 前 再 任 用 短 時 間

勤 務 職 員 等 を 除 く 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） に あ っ て は 、

当 該 非 常 勤 職 員 に つ い て 定 め ら れ た 勤 務 時 間 ） の 始 め 又 は 終 わ

り に お い て 」 を 「 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 第 1号 に 掲 げ る 範 囲 内

で 請 求 す る 同 条 第 1項 に 規 定 す る 部 分 休 業 （ 以 下 「 第 1号 部 分 休

業 」 と い う 。 ） の 承 認 は 」 に 改 め 、 同 条 第 2項 中 「 休 暇 等 条 例 別

表 第 1の 11の 項 に 掲 げ る 原 因 に 基 づ く 特 別 休 暇 」 を 「 休 暇 等 条 例

第 14条 の 特 別 休 暇 の う ち 規 則 で 定 め る も の 」 に 、 「 部 分 休 業 」

を 「 第 1号 部 分 休 業 」 に 改 め 、 同 条 第 3項 中 「 部 分 休 業 」 を 「 第 1

号 部 分 休 業 」 に 、 「 第 61条 第 32項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

同 条 第 29項 」 を 「 第 61条 の 2第 20項 」 に 改 め 、 同 条 の 次 に 次 の 4

条 を 加 え る 。  

（ 第 2号 部 分 休 業 の 承 認 ）  

第 22条 の 2　 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 第 2号 に 掲 げ る 範 囲 内 で 請 求

す る 同 条 第 1項 に 規 定 す る 部 分 休 業 （ 以 下 「 第 2号 部 分 休 業 」

と い う 。 ） の 承 認 は 、 1時 間 を 単 位 と し て 行 う も の と す る 。 た

だ し 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に あ っ て は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号

に 定 め る 時 間 数 の 第 2号 部 分 休 業 を 承 認 す る こ と が で き る 。  

( 1)　 1回 の 勤 務 に 係 る 日 ご と の 勤 務 時 間 に 分 を 単 位 と し た 時 間

が あ る 場 合 で あ っ て 、 当 該 勤 務 時 間 の 全 て に つ い て 承 認 の 請

求 が あ っ た と き 　 当 該 勤 務 時 間 の 時 間 数  

( 2)　 第 2号 部 分 休 業 の 残 時 間 数 に 1時 間 未 満 の 端 数 が あ る 場 合

で あ っ て 、 当 該 残 時 間 数 の 全 て に つ い て 承 認 の 請 求 が あ っ た

と き 　 当 該 残 時 間 数  

（ 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 の 条 例 で 定 め る 1年 の 期 間 ）  

第 22条 の 3　 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 の 条 例 で 定 め る 1年 の 期 間 は 、

毎 年 4月 1日 か ら 翌 年 3月 31日 ま で と す る 。  

（ 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 第 2号 の 人 事 院 規 則 で 定 め る 時 間 を 基

準 と し て 条 例 で 定 め る 時 間 ）  
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第 22条 の 4　 育 児 休 業 法 第 19条 第 2項 第 2号 の 人 事 院 規 則 で 定 め る

時 間 を 基 準 と し て 条 例 で 定 め る 時 間 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職

員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 時 間 と す る 。  

( 1)　 非 常 勤 職 員 以 外 の 職 員 　 77時 間 30分  

( 2)　 非 常 勤 職 員 　 当 該 非 常 勤 職 員 の 勤 務 日 1日 当 た り の 勤 務 時

間 数 に 10を 乗 じ て 得 た 時 間  

（ 育 児 休 業 法 第 19条 第 3項 の 条 例 で 定 め る 特 別 の 事 情 ）  

第 22条 の 5　 育 児 休 業 法 第 19条 第 3項 の 条 例 で 定 め る 特 別 の 事 情

は 、 配 偶 者 が 負 傷 又 は 疾 病 に よ り 入 院 し た こ と 、 配 偶 者 と 別

居 し た こ と そ の 他 の 同 条 第 2項 の 規 定 に よ る 申 出 時 に 予 測 す る

こ と が で き な か っ た 事 実 が 生 じ た こ と に よ り 同 条 第 3項 の 規 定

に よ る 変 更 （ 以 下 「 第 3項 変 更 」 と い う 。 ） を し な け れ ば 同 項

の 職 員 の 小 学 校 就 学 の 始 期 に 達 す る ま で の 子 の 養 育 に 著 し い

支 障 が 生 じ る と 任 命 権 者 が 認 め る 事 情 と す る 。  

第 23条 中 「 部 分 休 業 」 を 「 育 児 休 業 法 第 19条 第 1項 に 規 定 す る

部 分 休 業 」 に 改 め る 。  

第 24条 （ 見 出 し を 除 く 。 ） を 次 の よ う に 改 め る 。  

第 24条 　 育 児 休 業 法 第 19条 第 6項 に お い て 準 用 す る 育 児 休 業 法 第

5条 第 2項 の 条 例 で 定 め る 事 由 は 、 職 員 が 第 3項 変 更 を し た こ と

と す る 。  

附 　 則  

（ 施 行 期 日 等 ）  

1　 こ の 条 例 は 、 令 和 7年 10月 1日 か ら 施 行 す る 。  

（ さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 の 経 過

措 置 ）  

2　 こ の 条 例 の 施 行 の 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） 以 後 の 日 を

時 間 外 勤 務 制 限 開 始 日 と す る 改 正 後 の さ く ら 市 職 員 の 勤 務 時 間 、

休 暇 等 に 関 す る 条 例 第 8条 の 3第 2項 の 規 定 に よ る 請 求 （ 3歳 か ら

小 学 校 就 学 の 始 期 に 達 す る ま で の 子 を 養 育 す る た め に 行 う も の

に 限 る 。 ） を 行 お う と す る 職 員 は 、 施 行 日 前 に お い て も 、 規 則

の 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 請 求 を 行 う こ と が で き る 。  

（ さ く ら 市 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 経 過 措 置 ）  

3　 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 3年 法 律 第 110号 ）

第 19条 第 1項 の 規 定 に よ り 、 同 条 第 2項 第 2号 に 掲 げ る 範 囲 内 に
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お い て 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 か ら 令 和 8年 3月 31日 ま で の 間 に お

け る 部 分 休 業 の 承 認 の 請 求 を す る 場 合 に お け る 第 3条 の 規 定 に

よ る 改 正 後 の さ く ら 市 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 第 22条 の

4の 規 定 の 運 用 に つ い て は 、 同 条 第 1号 中 「 77時 間 30分 」 と あ る

の は 「 38時 間 45分 」 と 、 同 条 第 2号 中 「 10」 と あ る の は 「 5」 と

す る 。
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議 案 第 3号  

 

 

さ く ら 市 水 道 事 業 給 水 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 水 道 事 業 給 水 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に

定 め る 。  

 

 

令 和 7年 9月 3日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 水 道 事 業 給 水 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

さ く ら 市 水 道 事 業 給 水 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第 167号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 2条 中 「 さ く ら 市 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 」 を 「 さ く

ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 」 に 、 「 第 2

条 第 2項 」 を 「 第 3条 第 2項 」 に 改 め る 。  

第 8条 第 1項 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。  

た だ し 、 災 害 そ の 他 非 常 の 場 合 に お い て 、 管 理 者 が 他 の 市 町

村 長 （ 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 27年 法 律 第 292号 ） 第 7条 の 規 定 に

よ り 置 か れ た 水 道 事 業 の 管 理 者 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ 。 ） 又 は 他 の 市 町 村 長 が 法 第 16条 の 2第 1項 の 規 定 に よ り 指 定

を し た 者 が 給 水 装 置 工 事 を 施 行 す る 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、

こ の 限 り で な い 。  

附 　 則  

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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議 案 第 4号  

 

 

さ く ら 市 下 水 道 条 例 及 び さ く ら 市 農 業 集 落 排 水 処 理

施 設 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 下 水 道 条 例 及 び さ く ら 市 農 業 集 落 排 水 処 理 施 設 条 例 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。  

 

 

令 和 7年 9月 3日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 下 水 道 条 例 及 び さ く ら 市 農 業 集 落 排 水 処 理

施 設 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

（ さ く ら 市 下 水 道 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 1条 　 さ く ら 市 下 水 道 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第 161号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 7条 第 1項 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。  

た だ し 、 災 害 そ の 他 非 常 の 場 合 に お い て 、 管 理 者 が 他 の 市

町 村 長 等 の 指 定 を 受 け た 者 に 工 事 を 行 わ せ る 必 要 が あ る と き

は 、 こ の 限 り で は な い 。  

（ さ く ら 市 農 業 集 落 排 水 処 理 施 設 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 2条 　 さ く ら 市 農 業 集 落 排 水 処 理 施 設 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市

条 例 第 136号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 7条 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。  

た だ し 、 災 害 そ の 他 非 常 の 場 合 に お い て 、 管 理 者 が 他 の 市
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町 村 長 等 の 指 定 を 受 け た 者 に 工 事 を 行 わ せ る 必 要 が あ る と き

は 、 こ の 限 り で は な い 。  

附 　 則  

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  
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議 案 第 9 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 さ く ら 市 一 般 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て 　 　 　  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 233 条 第 3 項 の 規 定 に

よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 一 般 会 計 決 算 を 別 冊 監 査 委 員 の 意 見 を

付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　  
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議 案 第 10 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 氏 家 都 市 計 画 事 業 上 阿 久 津 台 地 土 地 区 画 　 　 　 　 　 　 　  

整 理 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 233 条 第 3 項 の 規 定 に

よ り 、 令 和 5 年 度 氏 家 都 市 計 画 事 業 上 阿 久 津 台 地 土 地 区 画 整 理 事

業 特 別 会 計 決 算 を 別 冊 監 査 委 員 の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付

す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　  
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議 案 第 11 号  

 

 

令 和 6 年 度 さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 決 算 の 認 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

定 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 233 条 第 3 項 の 規 定 に

よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 決 算 を 別 冊 監 査

委 員 の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　  
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議 案 第 12 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 さ く ら 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 決 算 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

認 定 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 233 条 第 3 項 の 規 定 に

よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 決 算 を 別 冊 監

査 委 員 の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　  
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議 案 第 13 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 さ く ら 市 介 護 保 険 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に 　 　 　 　 　 　  

　 　 　 つ い て  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 233 条 第 3 項 の 規 定 に

よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 介 護 保 険 特 別 会 計 決 算 を 別 冊 監 査 委 員

の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　  
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議 案 第 14 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 さ く ら 市 水 道 事 業 会 計 剰 余 金 の 処 分 及 び 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

決 算 の 認 定 に つ い て  

 

 

　 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 27 年 法 律 第 292 号 ） 第 32 条 第 2 項 の 規

定 に よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 水 道 事 業 会 計 決 算 に 伴 う 剰 余 金 を

剰 余 金 処 分 計 算 書 の と お り 処 分 し 、 併 せ て 同 法 第 30 条 第 4 項 の

規 定 に よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 水 道 事 業 会 計 決 算 を 別 冊 監 査 委

員 の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　
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議 案 第 15 号  

 

 

　 　 　 令 和 6 年 度 さ く ら 市 下 水 道 事 業 会 計 剰 余 金 の 処 分 及 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

び 決 算 の 認 定 に つ い て  

 

 

　 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 27 年 法 律 第 292 号 ） 第 32 条 第 2 項 の 規

定 に よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 下 水 道 事 業 会 計 決 算 に 伴 う 剰 余 金

を 剰 余 金 処 分 計 算 書 の と お り 処 分 し 、 併 せ て 同 法 第 30 条 第 4 項

の 規 定 に よ り 、 令 和 6 年 度 さ く ら 市 下 水 道 事 業 会 計 決 算 を 別 冊 監

査 委 員 の 意 見 を 付 け て 議 会 の 認 定 に 付 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　
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議案第 16 号  

 

　　　市有財産の貸付けの変更について  

 

　市有財産の貸付け（令和 7 年 3 月 21 日議決）について、下記のとおり

変更するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第 1 項第 6

号の規定により議会の議決を求める。  

 

記  

1　貸付け財産  

　　種　類　　土　地  

　　所在地　　変更前　栃木県さくら市喜連川 886 番地外　22 筆  

　　　　　　　変更後　栃木県さくら市喜連川 886 番地外　29 筆  

　　面　積　　変更前　17,276 ㎡  

　　　　　　　変更後　17,549 ㎡(当該貸付け拡張に係る部分 227 ㎡) 

2　貸付けの価額  

　　無償  

3　相 手 方  

栃木県宇都宮市二番町 1－7 

株式会社栃木サッカークラブ  

代表取締役社長　橋本　大輔  

4　貸付け目的  

　　　株式会社栃木サッカークラブに、無償貸し付けすることにより、

スポーツの普及や振興、健康づくりの推進、交流人口の拡大を図る

と共に、地域の発展及び活性化に寄与しようとするもの  

5　貸付け期間  

　　変更前　　令和 7 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日  

　　変更後　　令和 7 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日（当該貸付け

拡張に係る部分（227 ㎡）については、議会の議決のあっ

た日から令和 12 年 3 月 31 日）  

 

　　令和 7 年 9 月 3 日提出  

 

さくら市長　　中 村 卓 資　　　
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議 案 第 17 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業  

（ 防 災 重 点 農 業 用 た め 池 緊 急 整 備 事 業 ）  

 

2 地 区 名 　 　 向 溜 地 区 （ さ く ら 市 下 河 戸 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 向 溜 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　 4.2 m  

堤 長 　 90.0m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　 4.0m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高  11.0m  

 

4 概 算 事 業 費 　 173,00 0 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 8 年 度 か ら 令 和 9 年 度 ま で  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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議 案 第 18 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業  

（ 防 災 重 点 農 業 用 た め 池 緊 急 整 備 事 業 ）  

 

2 地 区 名 　 　 笹 山 溜 池 地 区 （ さ く ら 市 下 河 戸 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 笹 山 溜 池 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　  2. 8m  

堤 長 　  39.0 m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　  8.0m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高 97.9 1m  

 

4 概 算 事 業 費 　 49,000 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 8 年 度 か ら 令 和 9 年 度  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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議 案 第 19 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業  

（ 防 災 重 点 農 業 用 た め 池 緊 急 整 備 事 業 ）  

 

2 地 区 名 　 　 鹿 子 畑 池 （ 下 ） 地 区 （ さ く ら 市 鹿 子 畑 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 鹿 子 畑 池 （ 下 ） 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　 6.4 m  

堤 長 　 50.0m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　 0.85m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高 93.59m  

 

4 概 算 事 業 費 　 131,00 0 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 8 年 度 か ら 令 和 9 年 度 ま で  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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議 案 第 20 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 業 水 路 等 ・ 長 寿 命 化 防 災 事 業  

 

2 地 区 名 　 　 湯 前 山 池 地 区 （ さ く ら 市 下 河 戸 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 湯 前 山 池 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　 2.6 m  

堤 長 　 64.0m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　 9.0m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高 98.5 6m  

 

4 概 算 事 業 費 　 79,000 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 8 年 度 か ら 令 和 10 年 度 ま で  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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議 案 第 21 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業  

（ 防 災 重 点 農 業 用 た め 池 緊 急 整 備 事 業 ）  

 

2 地 区 名 　 　 鹿 子 畑 池 （ 上 ） 地 区 （ さ く ら 市 鹿 子 畑 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 鹿 子 畑 池 （ 上 ） 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　 4.5 m  

堤 長 　 53.0m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　 10.0m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高 95.5 2m  

 

4 概 算 事 業 費 　 116,00 0 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 9 年 度 か ら 令 和 11 年 度 ま で  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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議 案 第 22 号  

 

 

　 　 　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に つ い て  

 

 

　 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に あ た り 、 土 地 改 良 事 業 計 画 を 定 め る た め 、

土 地 改 良 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 195 号 ） 第 96 条 の 2 第 2 項 の 規 定

に よ り 、 同 事 業 計 画 の 概 要 に つ い て 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

1 事 業 名 　 　 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業  

（ 防 災 重 点 農 業 用 た め 池 緊 急 整 備 事 業 ）  

 

2 地 区 名 　 　 新 溜 地 区 （ さ く ら 市 下 河 戸 地 内 ）  

 

3 事 業 概 要 　 新 溜 改 修  

提 体 工 　 　 堤 高 　 3.6 m  

堤 長 　 84.0m  

 

　 　 　 　 　  余 水 吐 工 　 堤 長 　 15.0m  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  敷 標 高 98.2 0m  

 

4 概 算 事 業 費 　 151,00 0 千 円  

 

5 事 業 期 間 　 令 和 9 年 度 か ら 令 和 11 年 度 ま で  

　 　 　 　 　   

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資
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報告第 1 号  

 

 

　　　専決処分事項の報告について  

 

 

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第 2 項の規定により、

議会において指定されている事項について、別紙のとおり専決処分をし

たので報告する。  

 

 

　　令和 7 年 9 月 3 日提出  

 

 

さくら市長　　中 村 卓 資
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専 決 処 分 第 11 号

専 決 処 分 書

地 方 自 治 法 第 180 条 第 1 項 の 規 定 に 基 づ き 、 議 会 の 議 決 に よ り

指 定 さ れ た 市 長 の 専 決 処 分 事 項 に つ い て 、 次 の と お り 専 決 処 分 す

る 。

令 和 7 年 6 月 23 日

さ く ら 市 長 中 村 卓 資

市 は 、 令 和 6 年 12 月 22 日 に 発 生 し た 事 故 に よ る 損 害 賠 償 の 額

を 次 の と お り 決 定 す る 。

1 損 害 賠 償 の 相 手 方

(1) 住 所

(2) 氏 名

2 事 故 の 概 要

令 和 6 年 12 月 22 日 午 後 1 時 頃 、さ く ら 市 櫻 野 1789 番 地（ さ

く ら 市 総 合 公 園 敷 地 内 ） に お い て 、 相 手 方 が 当 該 駐 車 場 を 利 用

し て サ ッ カ ー 観 戦 を し て い た と こ ろ 、 駐 車 し て い た 車 両 に 枝 が

落 下 し た こ と に よ り 、 車 体 に 傷 が 生 じ た も の 。

3 損 害 賠 償 額

金 434,945 円
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報 告 第 2 号  

 

 

　 　 　 一 般 財 団 法 人 さ く ら 市 観 光 施 設 管 理 協 会 経 営 状 況 説 　 　 　  

明 書 の 提 出 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 243 条 の 3 第 2 項 の 規

定 に よ り 、 一 般 財 団 法 人 さ く ら 市 観 光 施 設 管 理 協 会 経 営 状 況 説 明

書 を 別 冊 の と お り 提 出 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　
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報 告 第 3 号  

 

 

　 　 　 株 式 会 社 道 の 駅 き つ れ が わ 経 営 状 況 説 明 書 の 提 出 に 　 　 　  

　 　 　 つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 243 条 の 3 第 2 項 の 規

定 に よ り 、 株 式 会 社 道 の 駅 き つ れ が わ 経 営 状 況 説 明 書 を 別 冊 の と

お り 提 出 す る 。  

 

 

　 　 令 和 7 年 9 月 3 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 中  村  卓  資 　 　 　
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報告第 4号  

 

 

　　　令和 6 年度健全化判断比率及び資金不足比率について  

 

 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）

第 3 条第 1 項及び第 22 条第 1 項の規定により、令和 6 年度決算に係る健

全化判断比率及び資金不足比率について、別冊監査委員の意見を付けて、

次のとおり報告する。  

 

1　 健全化判断比率  

　・実質赤字比率　　　　　　　　　　－　　　（　13.08 ％）  

　・連結実質赤字比率　　　　　　　　－　　　（　18.08 ％）  

　・実質公債費比率　　　　　 　　　7.7％ 　 （　25.0  ％）  

　・将来負担比率　　　　　　　　　　－　　　（　350.0 ％）  

 

2　 資金不足比率  

　・水道事業会計　　　　　　　　　　－　　　（　20.0  ％）  

　・下水道事業会計　　　　　　　　　－　　　（　20.0  ％）  

　  

　注 1　「－」は、赤字又は資金不足を生じていないため当該数値につ  

いては該当なしを表す。  

　注 2　（　）内は当市の令和 6 年度決算に係る早期健全化基準又は  

経営健全化基準を表す。  

 

 

令和 7 年 9 月 3 日提出  

 

 

さくら市長　　中 村 卓 資
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